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令和２年度鳥取県農業農村担い手育成機構 事業報告 

Ⅰ 組織運営について 

１ 業務の取組み状況 

(１) 機構業務の拡充に伴い人員が大幅に増加する中、担い手の経営力の強化と継承が機構の主眼とするこ 

とを改めて役職員一人一人が自覚し、職員間・事業間の連携をより密にしながら業務を進めた。 

(２) 鳥取県農業会議から農業法人化・経営力向上支援事業及び農の雇用事業等の業務が移管されるに伴 

い、担い手育成の専門機関としてこれまで蓄積してきたスキルを活用し、就農支援から担い手の経営課 

題の解決まで一貫して取り組むとともに、ＪＡ生産部と連携し人と農地を中心とした産地育成を推進し 

た。 

(３) 各市町村の人・農地プランの実質化の取組みに参画するとともに、市町村人農地チーム会議を推進力 

として、担い手の経営の強化に資するよう、農地の集積・集約化を図ることとし、農地中間管理事業を 

着実に推進した。 

(４) 関係機関との連携強化や農業委員・農地利用最適化推進委員との連携体制の構築、農地情報・電子地 

図システムの活用等により、一層効果的かつ効率的に業務執行を図った。 

２ 組織体制の整備 

(１) 担い手業務の拡大に伴い新規就農者の支援と担い手支援の２課体制とするとともに、全体の業務量が 

増大し業務の質もより複雑化していることから空席となっている専務理事の補充を行った。併せてプロ 

パー職員の採用が難しいことから県派遣職員を２名に増員することにより組織体制を強化した。 

(２) 担い手育成業務及び農地業務において解決の急がれる課題が増えている西部地域に３名の機構ＯＢ職 

員を地域専門員として配置し、これらの課題により効率的かつ効果的に対応した。 

(３) 中部地域には農地業務推進員を、西部地域には現地駐在員を引き続き配置し、現地での農地業務を推 

進した。 

(４) 米子本部に設置した土地改良課を中心に機構関連事業など土地改良事業との一体的な取り組みを推進 

した。 

(５) 農地中間管理業務を効率的に実施するため、業務の一部を引き続き市町村、農業公社ＪＡ及び土地改 

良事業団体連合会へ委託した。 

Ⅱ 担い手育成に関すること 

１ 担い手育成にかかる業務の実績総括 

農業の担い手の高齢化が急速に進む中、担い手の育成と新規就農者の確保・育成が急務となっている。 

機構は、従来から新規就農者の確保・育成に積極的に取り組んできたが、令和２年度には担い手の経営 

発展・強化にかかる業務を県農業会議から移管し、新規就農者の確保・育成から担い手の経営発展・強化 

まで総合的に取り組んだ。 

(１) 市町村、JA生産部が中心となり動き始めた新規就農者の確保・育成の体制が、軌道に乗るために、市 

町村、JA生産部、県、機構がチームを組み、新規就農者の支援と優良農地の確保を、産地・地域一体と 

なって推進した。 

(２) 農業経営の発展や点検ツールとして「農業経営相談所」を十分に活用し、経営改善の課題について専 

門家も含めた指導チームを編成し、支援活動に取り組んだ。 

(３) 農業経営の発展強化のため、本年度農業会議から移管された国版の農の雇用事業、県版の農の雇用ス 

テップアップ事業等を最大限に活用し、経営主の経営者意識の醸成や研修生の技術習得などのフォロー 

アップに取り組んだ。 
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２ 就農相談活動 

(１) 就農相談活動の全体実績 

○就農企画員２名（東・中部１名、西部１名）を配置するとともに、東京・大阪等大都市圏では(公財)ふる 

さと鳥取定住機構の移住コーディネーターとも連携し、就農相談活動を実施した。 

○県内の有効求人倍率は1.2倍を超えるなど、企業の求人意欲は高い状態が続いたものの、新型コロナウ 

イルス感染症の影響により県内外での相談会の中止やオンライン開催により、相談件数は減少傾向とな 

っている。景気の良し悪しに関わらず、農業を志す強い意思を持った者は一定数が存在することが確認 

できた。 

＜相談件数＞ 

相  談  形  態  別 
２年度計 元年度計 

来庁 相談会 電話 Ｅﾒｰﾙ 市町村等 

43件 27件 11件  1件 12件 
94件 

（延べ144件） 

117件 

（延べ200件） 

◎相談会の内訳 

新・農業人ﾌｪｱ(ｵﾝﾗｲﾝ) 

大阪（11月） 

東京（ 9月） 

IJU ﾀｰﾝ相談会大阪(6月) 

   〃   東京(7月)  

IJU ﾀｰﾝ Big相談会(ｵﾝﾗｲﾝ) 

東京・大阪(1月) 

 

 

1件 

6件 

中止 

中止 

 

1件 

  

鳥取相談会（7･10月） 

倉吉相談会（8･11月） 

米子相談会（6･9･2月） 

農大相談会（6月）  

 

7件(4月中止) 

5件(5月中止) 

7件 

中止 

 

＜相談の傾向＞ 

・本格的な農業経営についての相談：６割 

・その他情報収集等：４割 

○今までの就農相談者のうち、令和２年度に新規就農などした者の状況 

・農業研修を開始した者 ６名（うちＩUターン者 ３名） 

・新規就農者      16名（うちＩUターン者 12名） 

・農業法人等就職者      ５名（うちＩUターン者 ０名） 

・親元就農者      ５名（うちＩUターン者 ３名） 

＜新規就農者の概要＞ 

 就農前住所 就農地 就農作目 備 考 

1 倉吉市 倉吉市 スイカ、トマト 先進農家実践研修、 

アグリスタート研修 

2 奈良県（Ｉターン） 倉吉市 スイカ アグリスタート研修 

3 奈良県（Ｉターン） 倉吉市 スイカ アグリスタート研修 

4 岐阜県（Ｉターン） 倉吉市 スイカ アグリスタート研修 

5 兵庫県（Ｕターン） 湯梨浜町 梨 アグリスタート研修 

6 東京都（Ｊターン） 北栄町 ナガイモ、スイカ 地域おこし協力隊、 

アグリスタート研修 
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7 東京都（Ｉターン） 北栄町 ナガイモ、スイカ 地域おこし協力隊、 

農大スキルアップ研修 

8 大阪府（Ｉターン） 北栄町 ナガイモ、スイカ 地域おこし協力隊、 

アグリスタート研修 

 

9 倉吉市 北栄町 スイカ アグリスタート研修 

10 米子市 米子市 白ネギ  

11 兵庫県（Ｕターン） 米子市 白ネギ アグリスタート研修 

12 福岡県（Ｕターン） 米子市 白ネギ 農大アグリチャレンジ科 

13 東京都（Ｕターン） 境港市 白ネギ アグリスタート研修 

14 東京都（Ｕターン） 境港市 白ネギ アグリスタート研修 

15 大阪府（Ｕターン） 境港市 白ネギ アグリスタート研修 

16 米子市 伯耆町 ブロッコリー  

(２) プレ視察研修・体験の推進 

ア プレ視察の実施 

個別の相談者の要望に応じて、個別の農場視察を１回開催した。 

イ 農業視察研修の実施 

例年、鳥取県での就農希望者を対象に、県内新規就農者の農場視察研修を年2回開催しているが、令和 

２年度は新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため中止とした。 

３ 新規就農者等研修事業 

(１) アグリスタート研修事業 

○県内での就農希望者を農業研修生として機構が雇用し、先進農家を受入先とした実践技術、経営ノウハ 

ウ習得のための現地研修を実施することにより、円滑な新規就農者の確保、早期育成を図った。 

① 12期追加研修生の修了 

・６名の追加研修生のうち、６名が修了し、独立・自営就農を開始。 

② 13期生の研修終了 

・11名採用のうち、５名が修了し、独立・自営就農を開始。６名が追加研修を実施し、令和３年２月 

末で２名、同３月末で１名、同４月末で１名が修了し、３名が独立・自営就農を開始。１名が担い 

手農家でアルバイト中。２名が追加研修中。 

③ 14期生の採用 

・２名の応募があり、２名の採用を決定したが、１名は採用を辞退。 

・研修生の採用にあたっては、鳥取で就農する必然性を重視。特に県外者については、鳥取に縁のあ 

る者（U ﾀｰﾝ者、鳥取に親戚・知人がいるI ﾀｰﾝ者など）の採用により、定着率の向上に確実に繋が 

っている。 

○研修開始時に西部総合事務所で１日間のウォーミングアップ研修を実施した。これは、農を志す者の心 

構えの確認と、受入農家での実践研修に入る前に知っておくべき最低限の農業基礎知識を学ぶ場として 

開催した。アグリスタート研修修了生の講話や、先輩農家の事例発表、弓浜地区の白ネギ農家の経営の 

様態や若手白ネギグループの紹介等、研修終了後の就農の具体的なイメージが描けるよう実施した。 

○１年間の研修では独立就農のための技術習得が不十分な研修生に対し追加研修を実施した。 

・第12期追加研修生：６名 品目 白ネギ3名（R2.2～5）、梨（R2.1～9）、 
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スイカ2名(R2.2～7､R2.2～R3.1) 

・第13期追加研修生：６名 品目 白ネギ4名（R3.2、R3.2～3、R3.2～4） 

スイカ2名(R3.2～R4.1) 

①これまでの研修実施状況 

 
採用者数 

（A） 

 

修了数 

 
就農者数 

（B） 

   
全体定着率 

（B/A*100） 
うち 

IJU ﾀｰﾝ 

うち 

IJU ﾀｰﾝ 

うち 

IJU ﾀｰﾝ 

第1期 

(H21.9～H22.8) 
15 

8 

（ 60%） 
12 8 3 2 20% 

第2期 

(H22.4～H23.3) 
15 

13 

(87%) 
11 9 8 6 53% 

第3期 

(H22.9～H23.8) 
9 

9 

 (100%） 
8 8 3 3 33% 

第4期 

(H23.2～H24.1) 
10 

6 

（ 60%） 
9 5 8 5 80% 

第5期 

(H24.2～H25.1) 
17 

10 

（ 56%） 
17 10 16 9 94% 

第6期 

(H25.2～H26.1) 
20 

14 

（ 70%） 
19 14 18 14 90% 

第7期 

(H26.2～H27.1) 
18 

11 

（ 61%) 
18 11 18 11 100% 

第8期 

(H27.2～H28.1) 
9 

4 

（ 44%） 
7 4 7 4 78% 

第9期 

(H28.2～H29.1) 
4 

3 

( 75%) 
4 3 4 3 100% 

第10期 

(H29.2～H30.1) 
11 

10 

( 91%) 
11 10 11 10 100% 

第11期 

(H30.2～H31.1) 
7 

7 

(100%) 
7 7 7 7 100% 

第12期 

（H31.2～R2.1） 
8 

8 

(100%) 
8 8 8 8 100% 

第13期見込み 

（R2.2～R3.1） 
11 

8 

(73%) 
11 8 10 7 (91%) 

第14期 

（R3.2～R4.1） 
1 0 － － － － － 

合 計 155 
111 

(72%) 
142 105 121 89 

78% 

（1～13期） 

     ※第13期の修了数、就農者数は、追加研修中の2名を含む。 

② 研修修了生の発展状況 

 人数 修了生 

認定農業者 12名 Ａ氏（1期：琴浦町）、Ｂ氏（1期：大山町） 

Ｃ氏（4期：米子市）、Ｄ氏（5期：湯梨浜町） 

Ｅ氏（5期：大山町）、Ｆ氏（5期：大山町） 

Ｇ氏（5期：大山町）、Ｈ氏（5期：北栄町） 

Ｉ氏（6期：倉吉市）、Ｊ氏（6期：米子市） 

Ｋ氏（6期：米子市）、Ｌ氏（10期：琴浦町） 

法人化 4名 Ａ氏（1期：琴浦町）、Ｂ氏（1期：大山町） 

Ｅ氏（5期：大山町）、Ｇ氏（5期：大山町） 

ｱｸﾞﾘｽﾀｰﾄ研修生受入 5名 Ａ氏（1期：琴浦町）、Ｈ氏（5期：北栄町） 
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農家 Ｍ氏（6期：鳥取市）、Ｎ氏（6期：琴浦町） 

Ｏ氏（8期：境港市） 

農の雇用の活用 6名 Ａ氏（1期：琴浦町）、Ｂ氏（1期：大山町） 

Ｅ氏（5期：大山町）、Ｇ氏（5期：大山町） 

Ｉ氏（6期：倉吉市）、Ｌ氏（10期：琴浦町） 

農業者年金加入 15名 Ｄ氏（5期：湯梨浜町）、Ｆ氏（5期：大山町） 

Ｍ氏（6期：鳥取市）、Ｎ氏（6期：琴浦町） 

Ｋ氏（6期：米子市）、Ｐ氏（6期：鳥取市） 

Ｑ氏（8期：鳥取市）、Ｒ氏（8期：琴浦町） 

Ｓ氏（9期：湯梨浜町）、Ｔ氏（9期：大山町） 

Ｕ氏（10期：倉吉市）、Ｖ氏（10期：米子市） 

Ｗ氏（11期：鳥取市）、Ｘ氏（11期：米子市） 

Ｙ氏（11期：米子市） 

③令和２年度の研修実績 

 

項 目          内 容                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         

予算額（円） 

12期追加：6名 

13期本格：11名 

13期追加：5名 

14期ﾄﾗｲｱﾙ：20名 

実績額（円） 

12期追加：6名 

13期本格：11名 

13期追加：6名 

14期ﾄﾗｲｱﾙ：1名 

1 研修生

への手

当 

就農希望者雇用研修事業 

＜1人当りの事業費＞ 本格研修及び追加研修 

ア 給  与    R2.9まで   139,040円/月 

         R2.10以降   139,400円/月 

イ 住居手当等（上限）      33,000円/月 

ウ 労働保険・社会保険R2.9まで29,860円/月 

           R2.10以降30,000円/月 

エ 赴任旅費（定額）   20,000円/人 

オ 定住準備金（上限） 99,000円/人 

27,427,000 23,438,435 

2 受入農

場研修

指導員

の設置 

研修農場設置事業 

先進農家等の受入先に「研修指導員」を設置し、

農業研修生の農業技術習得のための体制を整備 

受入農場研修指導員謝金定額40,000円/人/月 

6,640,000 5,720,000 
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3 集合研

修等の

実施 

集合研修受講等助成事業 

独立して就農、生活していくために必要な知識、

ノウハウを得るための集合研修（各受入先での実

践研修の補完）を実施 

○集合研修等（ウォーミングアップ研修：1日×

1回、集合研修：2日×1回、1日×2回、大特講

習：5日） 

・主なカリキュラム 

就農への心構え、農地確保の進め方、就農計画作

成の進め方、経営者セミナー（先輩農家による講

話）、サバイバル料理教室、等 

・大型特殊免許（農耕車限定）取得に向けたトラ

クターの運転操作技術習得 

  251,000 93,290 

 

合 計  34,318,000 29,251,725 

4 研修支

援員の

設置 

機構に研修支援員2名を配置し、研修生に寄り添

い研修指導員をサポートしながら研修実施上の

課題、就農に向けての問題解決を支援 

○ 研修指導員、関係機関との調整 

○ 研修生の課題解決への助言 

○ 研修カリキュラム全体の企画立案等 

○ 集合研修の運営 

機構運営費（農地・担い手業務推進費）

へ計上 

(２) 草刈り現地研修 

○アグリスタート研修生を対象に、技能訓練として草刈現地研修（座学及び実技）を実施した。 

○アグリスタート研修修了生（ブロッコリー生産者１名、白ネギ生産者１名）のほ場を巡回し、西部地区 

のブロッコリー生産者及び白ネギ生産者の経営の現状及び課題について研修した。 

○米子市彦名公民館を会場に雑草対策の基本について学んだ後、米子市崎津の農地に移動し、草刈機の使 

い方等を研修の上、草刈り選手権を開催し、研修生がみんなで一枚のほ場を草刈りすることにより研修 

生同士の一体感の醸成を図った。 

(３) 機構保有地活用就農自立促進研修事業 

○アグリスタート研修生９名を対象に、機構が農地中間管理事業によって借り入れた農地を活用し実践的 

な研修を行い、研修生の就農と自立を支援した。 

○本事業は、実践研修に必要な種苗費、農薬費、肥料費、施設・機械借入料等について、機構が立替払い 

を行い、研修終了時に研修生からの精算払を受けるもの。 

○就農後は全農地を本人へ権利設定した。 

＜事業の実施状況＞ 

 研修生 作目・面積 実施期間 経費 

アグリスタート12期研修生 Ａ氏 ｽｲｶ 30a、ｷｬﾍﾞﾂ・ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ 50a R2.2～R3.1 1,755,077円 

アグリスタート12期研修生 Ｂ氏 梨44a R2.5～R2.9 352,280円 

アグリスタート13期研修生 Ｃ氏 
ｽｲｶ 30a、 

中玉ﾄﾏﾄ・ﾁﾝｹﾞﾝｻｲ 900㎡ 
R2.3～R3.1 1,141,783円 
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アグリスタート13期研修生 Ｄ氏 白ネギ45a R2.9～R3.2 369,631円 

アグリスタート13期研修生 Ｅ氏 白ネギ38a R2.9～R3.3 466,048円 

アグリスタート13期研修生 Ｆ氏 白ネギ28a R2.9～R3.4 445,728円 

アグリスタート13期研修生 
Ｇ氏 

Ｈ氏 
ｽｲｶ・ｽﾄｯｸ 33a 

R2.11 ～

R4.1 
1,239,826円 

アグリスタート13期研修生 Ｉ氏 白ネギ20a 
R2.12 ～

R3.2 
232,376円 

４ 農業次世代人材投資資金（準備型）交付業務 

○県が認める研修機関である県立農業大学校等で研修を受ける農業研修生（就農予定時が50歳未満に限る） 

７名に対し、機構が交付機関となり研修期間中、年間150万円を交付した。 

○交付要件に照らした審査のみならず、申請者本人の就農の実現に向けたアドバイスを実施した。 

＜令和２年度実績＞ 

研修機関 交付者 
交付金額 

（千円） 
交付者の進路 

県立農業大学校 5名 6,375 

独立就農：1名 

雇用就農：1名 

親元就農：2名 

引続き研修：1名 

ＪＡ鳥取中央 1名 1,375 独立就農：1名 

農業農村担い手育成機構 1名 750 引続き研修：1名 

合 計 7名   8,500  

    ※研修期間の設定によって、１ヶ月分（125千円）を減額して交付している者がある。 

  ＜実施業務＞ 

① 研修計画審査会の開催 

給付希望者から提出される研修計画書をもとに、就農の実現性を審査するため、農業大学校を会場に 

面接審査会（7月22日、12月10日、2月22日）を開催した。 

〔審査員の構成〕 

担い手育成機構、農業支援課、総合事務所農林局、農業改良普及所、農業大学校、境港市農政課 

② 研修実施状況の確認 

研修実施状況報告を受け、研修生及び研修指導者との面談を実施。技術の習得状況、就農に向けた準 

備状況等を確認した。 

③ 就農報告、就農状況報告の確認 

研修を終了し就農した者より、就農報告及び半年毎の就農状況報告を受け、就農市町村、普及所等と 

の連携により実情を確認した。 

５ 初期営農農機具等支援事業 

○ＪＡ、アグリスタート受入農家等から、規模縮小農家等の譲渡可能な中古農機具等の情報提供を得て、機 

構が譲り受け、新規就農者へ提供した。 

＜令和２年度の中古農機具取扱い実績＞ 

 中古農機具等名 購入時期 提供時期 活用の状況等 

1 

 

ビニールハウス R2.12 R3.3 ｱｸﾞﾘｽﾀｰﾄ研修修了生へ売渡 
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 中古農機具等名 購入時期 提供時期 活用の状況等 

2 トラクター21ps R3.3 R3.4 ｱｸﾞﾘｽﾀｰﾄ研修修了生へ貸付 

3 トラクター19ps H27.8 R2.7 ｱｸﾞﾘｽﾀｰﾄ研修修了生へ売渡 

4 トラクター20ps H26.10 R2.8 ｱｸﾞﾘｽﾀｰﾄ研修修了生へ売渡 

5 トラクター24ps R1.8 R2.9 ｱｸﾞﾘｽﾀｰﾄ研修修了生へ売渡 

6 管理機 R3.3 R3.4 ｱｸﾞﾘｽﾀｰﾄ研修修了生へ貸付 

7 

 

ネギ皮むき機 R2.1 R3.1 ｱｸﾞﾘｽﾀｰﾄ研修修了生へ売渡 

8 ネギ皮むき機 R3.3 R3.3 ｱｸﾞﾘｽﾀｰﾄ研修修了生へ貸付 

６ 担い手の経営強化 

(１) 鳥取県農業経営相談所での相談支援活動のコーディネート 

鳥取県農業経営相談所の全体のコーディネートを担い、農業者からの相談を積極的に受け付け、戦略 

会議で適切な支援チームの編成を決定し、時宜に応じて外部の専門家を派遣する等、経営者に寄り添っ 

た伴走型の経営改善支援を実施した。 

そのほか、農業者等の経営力をスキルアップするための研修会や相談会の開催、集落営農組織等の法 

人化に対する助成金交付を行った。 

令和２年度は新たに11件の経営計画向上等にかかる相談を受け付けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

総 数
内窓口
申 請

総 数
内窓口
申 請

総 数
内窓口
申 請

総 数
内窓口
申 請

鳥取市 4 2 1 5 2
岩美町 1 1

小計 5 2 1 6 2

若桜町 1 1 2
八頭町 1 3 1 1 1 5 2
智頭町 1 1

小計 3 3 1 2 1 8 2

倉吉市 4 4 1 9
湯梨浜町 2 2
三朝町

小計 6 4 1 11

北栄町 3 2 2 7
琴浦町 1 1 2

小計 4 2 3 9

米子市 1 2 2 2 2 5 4
境港市

日吉津村 1 1
南部町

伯耆町 2 2

小計 3 3 2 2 2 8 4

大山町 3 4 3 1 1 8 4

小計 3 4 3 1 1 8 4

日南町 3 1 4
日野町

江府町 1 1 2

小計 4 1 1 6

28 2 17 6 11 4 56 12

（令和３年３月３１日時点）

平成３０年度 令和２年度

＜普及所・市町村別の経営相談件数の推移＞

令和元年度
市町村名

３年間合計
普及所名

西部普及所
大山普及支所

日野農業
改良普及所

合　　計

鳥取農業
改良普及所

八頭農業
改良普及所

倉吉農業
改良普及所

東伯農業
改良普及所

西部農業
改良普及所
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相談内容は、法人化への志向、親子間の事業継承、労務管理等に関する案件が大半を占めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 農業法人設立・経営力向上への支援 

個人経営、家族経営から法人化を目指す際の助成や、設立後の経営力強化の支援を行った。 

また、専門家やコーディネーターの支援スキル向上を図る研修会を開催した。 

なお、コロナ禍でも支援業務が滞ることがないよう３密回避の対策等を講じながら、農協組織等と連携 

して経営相談会や研修会開催の周知に努めた。 

＜経営相談会の開催概要＞ 

開催月日 相談会会場 相談件数 相談内容、回答者(専門家) 

R2.11.10 

R2.12. 8 

R3. 2. 9 

ＪＡ総合農村研修所 

（倉吉市大原） 

１０件 回答専門家 

・司法書士 ２名 

・税理士  ２名 

・社会保険労務士 ２名 

相談の内容（主な項目） 

 ・法人設立 ３ 件 

 ・事業承継 ２件 

 ・労務管理 ３件 

 ・農事組合法人解散 １件 

 ・経営診断及び分析 １件 

＜経営力向上につながる研修会の開催概要＞ 

開催月日 研修会名称 受講者数 主な研修内容 

R2.11.10 

R2.12. 8  

R3. 2. 9 

経営力向上研修 

（第1～３回、1日目講義） 

 

延べ 

１７人 

 

講師：福竹智彦氏 （福竹社会保険労務士事

務所代表） 

・農業分野の労働法制の基礎知識 

・労務管理・人材育成の手法等 

R2.11.17 

R2.12.15  

R3. 2.15 

 

同 研修 

（第1～３回、２日目講義） 

 

 

１５人 

講師：松本 謙氏（（株）ファーマーズフォ

レスト代表取締役） 

・経営者としての心構え・行動等 

・財務諸表の分析手法の基礎知識 

R2.11.24 同 研修  講師：山本公平氏（大阪経済大学教授) 

件 数 割 合 件 数 割 合

１ 1 9.1% 12 21.4%
２ 4 36.4% 23 41.1%
３ 3 27.3% 9 16.1%
４

５

６ 3 27.3% 10 17.9%
７ 1 1.8%
８ 1 1.8%
９

11 100.0% 56 100.0%

　注）複数ある相談内容の内、主たる相談内容で項目を分類

相　　談　　項　　目
３年間合計令和２年度

備　考

補助金、制度金融等に関すること

その他

合　　　　計

税(青色申告、相続税等)に関すること

労務管理、社会保険、年金に関すること

＜相談内容(項目)の内訳＞

経営改善に関すること

６次産業化(販売・加工)に関すること

法人化、法人経理に関すること

事業継承、後継者に関すること

規模拡大、農地集積に関すること
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R2.12.19 

R3. 2.17 

（第1～３回、３日目講義） １３人 

 

・マーケティングの手法・基礎等 

・経営理念・経営計画作成の演習 

◎令和２年度修了証交付実績 １３人（１～３日目講義の全てを受講修了した者） 

＜専門家向け研修会の開催概要＞ 

開催月日 名   称 出席者数 主な研修内容 

R2. 11.12 

 

 

 

 

スペシャリスト・コーディネー 

ター合同研修 

 

会場:まなびタウンとうはく 

 

４８人 

 

 

講師:渡辺喜代司氏 （にほんのもの（株） 

代表取締役） 

演題:「新型コロナウイルスの新生活様式下

での農産物の生産・販売・ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの方向」 

＜農業法人設立支援事業助成金支払実績＞ 

４経営体×250,000円＝1,000,000円 

(３) 雇用型農業法人等の従業員の研修実施支援 

令和２年度から農の雇用事業の事務局を担い、経営体からの申請受付や研修指導者、研修生への研修の 

実施、現地確認等を通じて、研修生と経営主との円滑なコミュニケーションが進み、定着につながること 

で雇用活用型の農業経営が確立できるよう、支援を行った。 

ホームページや研修会等イベントでの広報活動、経営体間の口コミ等により周知が進み、令和２年度か 

ら研修開始した経営体数は延べ５３件と、コロナ禍にあっても元年度に比べ増加した。 

 

＜農の雇用ステップアップ支援事業助成金（単県事業）支払実績＞ 

支払対象事業体65件  延べ支払回数194回  支払総額34,606.762円 

７ 組織活動促進事業 

(１) 青年農業者等研究活動支援事業 

（令和３年３月３１日時点、ただし３年目研修を除く）

採択年度
研　修
開始月

事業体数
(延べ 件)

研修生数
（人）

備　考
（　）内は県事業分
の研修生数で内数

６月 6 6 （ 1）
８月 14 20 （ 2）

１１月 13 15 （ 3）
H31. ２月 6 6 （ 0）

39 47 （ 6）
６月 7 9 （ 0）
８月 9 10 （ 0）

１１月 6 7 （ 2）
R2. １月 9 9 （ 2）

31 35 （ 4）
６月 10 11 （ 1）
８月 15 18 （ 1）

１１月 13 14 （ 1）
R3. ２月 11 13 （ 2）

※ R3. ３月 4 5 （ 0）
53 61 （ 5）

84 96 （ 9）

 ※ R2年度「農の雇用事業」当初予算枠を超え、補正予算化された事業の件数

＜令和２年度並びに近年の「農の雇用事業」等による研修実績＞

R2年度末実施件数 計 ①＋②

H 30

H 30 計 【参考：終了済】

R 元

① R 元　計

R ２

② R ２　計
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○活用なし 

(２) 新規就農者グループ活動促進事業 

○活用なし 

(３) 農村青年会議活動促進事業 

○農村青年会議等が行う青年農業者の資質向上や会員相互の連携と団結を図る活動に助成した。 

＜R2年度助成実績＞ 

区 分 助成額 内 容 

中部農村青年連合  (18名) 55,999円 冬のつどい、勉強会、会議の開催等 

米子地区農村青年会議連絡協議会 

(27名) 
6,453円 冬のつどい、勉強会の開催等 

鳥取県農村青年会議連絡協議会 

(40名) 
40,685円 冬のつどい、会議の開催等 

3協議会計 103,137円  

(４) 全国青年農業者会議派遣事業 

○活用なし 

８ 指導農業士との連携事業 

○指導農業士活動バックアップ事業（助成額：17,370円）により、鳥取県指導農業士と農林水産部幹部との 

意見交換会の開催を支援した。 

Ⅲ 農地業務に関すること 

１ 農地中間管理事業 

(１) 実績の総括 

① 担い手の育成と経営の強化のため、農地集積と支援の重点化と加速化を図り事業を推進する中、本年度 

の国の定める目標面積に対する担い手への新規貸付割合は昨年度を上回る実績となった。 

② コロナ禍の影響により例年のような会議等の実施が困難となったが、人数を絞ってブロック別に開催す 

るなどの工夫を行い事業の推進を図った。 

③ 耕作者への配分は、再配分や農地集約の為の付け替えによる契約処理が、全体実績の約4割をしめる結 

果となった。 

④ 大規模経営体の経営集約に伴い耕作されなくなった農地について、新たな担い手を探求し、貸し借りを 

調整したうえで再配分を行った。 

⑤ また、再配分をスムーズに行う為に、適宜機構で保全管理を行い、担い手の農地利用へ繋げた。 

⑥ さらに、基盤整備事業で新たに整備された農地で作付け作物の検討を行うため、実証圃場を設置して検 

証に取り組んだ。 

⑦ 昨年度に引き続き、市町村の人農地チーム会議を基盤として事業推進を行ったが、本年度は特に市町村 

の農業関連政策の指針である、農業経営基盤強化促進に基づく基本構想の改定について本会議で検討を 

し、推進指針に対する意識付けを行った。 

(２)令和２年度の農地中間管理事業での貸借の実施状況 

(単位：件、ha) 

年 度 
年間集積 

目標 

借入 貸付 内新規貸付 

件 数 面 積 件 数 面 積 面 積 
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Ｈ２６ １，０９０ １，４５０ ６６３ ７７ ４２３ １１２ 

Ｈ２７ １，０９０ １，５０４ ６１８ ４９２ ７１３ 
３００ 

 

Ｈ２８ １，０９０ １，７５９ ７２４ ７５５ ７４４ ３８８ 

Ｈ２９ １，０９０ ２，１４８ ８９２ １，０９４ ９０５ ３５９ 

Ｈ３０ １，０９０ ２，０７０ ６３１ １，１７３ ８１６ ４０４ 

Ｒ１ １，０９０ ２，０５１ ７３２ １，２２７ ９８６ ３４４ 

Ｒ２ １，０９０ ２，１５０ ８３０ １，５２５ １，１７０ ４４０ 

合 計 ７，６３０ １３，１３２ ５，０９０ ６，３４３ ５，７５７ ２，３４７ 

※ 件数は契約件数のカウントで経営体は重複している。 

① 公募に応じた担い手農業者については、構造政策としての農地中間管理事業による貸借を重点的に進め 

る。 

② 農家の意向を確認し、担い手の要望を再整理し担い手の経営農地の集約化を進める。 

③ 小規模な農業者等については、基盤法及び農地法で貸借を行う。 

(３) 事業推進のための取組 

ア 事業の推進体制の整備 

① 農地中間管理事業の業務の一部を全市町村、ＪＡ、市町村公社、水土里ネットへ委託し事業を実施し 

た。 

② 各市町村に関係機関の実務担当者によるチーム会議を設置し、関係機関が情報の共有を図り、具体的 

な業務の役割分担を行い、定期的に業務の進捗確認を行いながら事業を実施した。 

イ 令和２年度借受け希望者の公募 

① 全市町村、各ＪＡ、市町村公社に受付け窓口を設置し、5月から3月までに借受け希望者を公募した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 
申込 

件数 

借受希望 

面積(ha) 

左記の内更新案件 

申込 

件数 

借受希望 

面積(ha) 

5月 34 134.5 15 31.7 

6月 18 28.1 21 16.1 

7月 6 3.2 6 1.6 

8月 19 31.1 11 11.8 

9月 13 26.1 8 10.6 

10月 28 89.9 11 11.3 

11月 24 23.4 17 18.2 

12月 21 35.2 22 29.2 

1月 16 103.2 18 104.5 

2月 47 109.4 50 102.6 

3月 36 94.7 25 59.4 

合計 262 678.8 204 397.0 
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② 借受け希望農家の内訳 

ⅰ）認定農業者   66経営体       ⅱ）新規就農者       17経営体 

ⅲ）基本構想到達者  3経営体       ⅳ）その他        178経営体 

ウ 広報活動 

世代交代・事業継承に取り組む集落営農法人、次世代を担う若手経営者、農業委員会の利用最適化活動 

をテーマに新聞の一面広告を３回行った。 

(４) 農地中間管理業務費 

ア 機構職員人件費及び事務費 

№ 項目 内  容 金額(千円) 

1 人件費 機構職員の人件費。（15名） 

 
 48,852 

2 事務費 ○公募による借受け希望者の募集。 

○農用地利用配分計画の作成。 

○農業者及び農地のデータベースの管理及び賃料等

の支払い業務。 

○新聞の一面広告。 

○水土里の地図情報の活用。 

16,160 

合計  65,012 

 

イ 業務委託費 

① ＪＡ西部には、機構駐在員、駐在事務所を設置した。 

② 各委託先には相談窓口を設置し、農業者との契約の調整及び調整、利用配分計画案の作成等を実施し 

た。 

③ 水土里ネットと連携し、基盤整備要望の要望聞取りを行った。また、利用意向調査で機構へ貸出し希 

望のあった農地の図面作成を委託し、現地調査に活用した。 

名 称 委託費 (円) 名 称 委託費 (円) 名 称 委託費 (円) 

鳥取市 2,829,364 米子市 2,831,000 鳥取公社 3,336,861 

岩美町 167,992 境港市 2,028,402 岩美公社 5,500,000 

八頭町 400,000 日吉津村 2,280,000 八頭公社 1,100,000 

若桜町 34,151 大山町 1,854,953 公社合計 9,936,861 円 

智頭町 0 南部町 2,638,587 ＪＡ西部 4,388,148 

倉吉市 2,845,000 伯耆町 970,191 水土里ネット 600,000 

湯梨浜町 530,133 日南町 1,881,000 

総計 48,136,338円 

三朝町 1,884,578 日野町 3,180,226 

北栄町 2,493,000 江府町 2,374,190 

琴浦町 1,988,562  

市町村合計  19市町村 33,211,329 円 

 

ウ 借受農地管理等事業費 
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市町村の申出を受け中間管理が必要と機構で判断した農地について保全管理を行った。 

① 借賃の支払：借入面積 20.7ha、借賃1,908,209円 

② 米川改良区賦課金（中海干拓地彦名工区・皆生基盤整備）1,273,088円 

③ 耕耘・草刈り等保全管理：国庫（管理面積 92.7ha、保全管理費 13,307,765円） 

単独（管理面積   1ha、保全管理費  3,601,400円） 

エ 貸し借りの実績 

① 農地中間管理権取得実績（借入）  2,008人    830.7ha 

② 農用地利用配分実績（貸付）    590経営体  1,170.5ha 

２ 土地改良事業（農地耕作条件改善事業） 

○ 施行実績 

(単位：ha、千円)

事業量 事業費 事業量 事業費 国 県 市町村 受益者

彦名
測量設計

土層改良
4.3 150,000 0.9 42,570 21,285 11,494 8,514 1,277

地区名 工種
総量(計画) 本年度（内訳）

 

 ※ 機構負担経費については入植する担い手が負担。 

３ 特例事業 

① 売買 農業経営基盤強化促進法の特例事業として、農地中間管理事業と連携し実施した。 

② 貸借 H25年度以前に合理化事業で貸借した事案は、特例事業で実施した。 

(１) 特例事業業務費 

№ 項目 内  容 金額(千円) 

1 人件費 機構職員の人件費。（2名） 754 

2 事務費 契約書整備・契約データ管理。土地代金の受入、支払い業務。 267 

合計  1,021 

(２) 売買実績 

ア 市町村毎の売買事業実施状況 

（買入実績）   （売渡実績）  

市町村名 
地権者数 

(人) 

面積 

(10a) 

 
市町村名 

耕作者数 

(人) 

面積 

(10a) 

1 鳥取市 3 9.2  1 鳥取市 1 1.1 

2 倉吉市 1 12.2  2 湯梨浜町 1 5.8 

3 湯梨浜町 1 5.8  3 北栄町 1 5.2 

4 北栄町 2 5.2  4 米子市 1 3.0 

5 大山町 7 28.0  5 大山町 7 21.6 

合計 5市町 14 60.4  合 計 5市町 11 36.7 

         

イ ５市町で農地の買入を、５市町で売渡しを実施した。 

① 大山町で多くの取り扱いがあった。 

② 米子市は県保有干拓地で、機構が仲介し事業を実施した。（R1買入→R2売渡） 

ウ 地目別農地買入人数及び面積について 
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① 田：７人、 324a 

② 畑：７人、 280a 

エ 農地の買入単価について 

① 平均 206千円/10a（田：177千円/10a、畑：239千円/10a） 

② 最高単価 904千円/10a（鳥取市福部町湯山、畑 、一般農家へ売渡し） 

③ 最低価格 39千円/10a（大山町東坪、田 、認定農業者へ売渡し） 

オ 年度末保有状況 

区分 

前年度末保有量 本年度買入 本年度売渡 本年度末保有量 

件数 

(人) 

面積 

(ha) 

金額 

(千円) 

件数 

(人) 

面積 

(ha) 

金額 

(千円) 

件数 

(人) 

面積 

(ha) 

金額 

(千円) 

件数 

(人) 

面積 

(ha) 

金額 

(千円) 

国庫 

事業 

        (2,500)    

3 3.0 6,834 7 4.2 7,300 4 1.4 2,525 5 5.8 11,634 

単県 

事業 

        (9,650)    

3 1.5 9,950 7 1.8 5,124 7 2.3 9,777 3 1.0 5,424 

合計 
        (12,150)    

6 4.5 16,784 14 6.0 12,424 11 3.7 12,302 8 6.8 17,058 

※売渡欄の( )は、買入原価。 

年度末保有量は、売渡し相手方が決まっており、本年度売渡しを行わなかったもの。 

国庫事業では、本年度に２人から買入した農地を１人に売渡した案件があったことから、保有件数の差 

引に１件の差が生じている。 

※国庫事業：全国協会の無利息融資資金で対応。 

単県事業：県信連より農地買入資金を借入れ対応。借入利息は農家負担。 

カ 売買実績の推移 

 

区分 

Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 

件数 

(人) 

面積 

(ha) 

金額 

(千円) 

件数 

(人) 

面積

(ha) 

金額 

(千円) 

件数

(人) 

面積 

(ha) 

金額 

(千円) 

件数 

(人) 

面積 

(ha) 

金額 

(千円) 

買

入 

国庫 62 12.8 43,408 26 9.4 32,894 11 8.3 7,117 7 4.2 7,300 

単独 10 3.6 17,965 14 3.0 13,419 12 3.2 13,698 7 1.8 5,124 

買入合計 72 16.4 61,373 40 12.4 46,313 23 11.5 20,815 14 6.0 12,424 

売

渡 

国庫 20 7.5 24,164 25 15.7 53,317 11 8.5 7,883 4 1.4 2,500 

単独 6 2.3 9,496 18 4.7 22,217 9 2.0 6,248 7 2.3 9,650 

売渡合計 26 9.8 33,660 43 20.4 75,533 20 10.5 14,131 11 3.7 12,150 

※売買実績の金額は原価で計上。 

(３) H25年度以前の旧制度の借入・貸付実績 
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借　入 貸　付
人 人 ha 千円

5 6 54.3 1,553

年払 22 16 10.8 550

単県事業
B

年払 5 4 2.6 154

総計（A＋B） 32 26 67.7 2,257

区　　分

国庫事業
A

一括前払
(賃借料は年額)

備考
件　　数

面　積 賃借料

 

※国庫事業：認定農業者等が、概ね1ha以上経営地を団地形成し、６年以上の利用権設定で農地を集積し 

た場合の支援を行った。賃借料一括前払い資金は、全国協会より無利息資金の借入れを行い 

実施した。 

単県事業：担い手支援事業の要件に該当しないが、機構の事業介入が必要な場合に支援を行った。 

事業に必要な業務費は、県より補助を受け実施した。 

Ⅳ 中海干拓農地に関すること 

１ 実施状況 

① 彦名工区では、担い手へ集積のため土層改良対策工事を実施した。 

② 弓浜工区では、新規就農者を中心とした経営体の経営地の集積を実施した。 

③ 県所有の干拓農地（彦名） 1.2ｈａの草刈等保全管理を県より委託を受け実施した。 

２ 県有中海干拓農地の維持管理 （県より委託） 

区 分 内 容 金 額 備 考 

県有中海干拓農地管理費 県有農地1.2haの管理費 1,656千円 
人件費  1,273千円 

業務費   383千円 

① 日常管理として、特に未貸付農地が適切な状況で維持されるよう巡回し、不法投棄、雑草の状況などの 

点検と確認を行った。 

② 干拓地を借受ける農家に対し、現地や電話での相談や、不具合・苦情等を聞いた上で、関係機関と協議 

し農家を支援した。 

３ 中海干拓農地の貸借 

○農家有干拓農地の貸付け（Ｒ２年末ストックの実績） 

区分 経営体数 貸付面積(ha) 賃借料(千円) 備  考 

弓浜工区 12 42.1 3,084  

彦名工区 15 18.5 2,630  

合 計 27 60.6 5,714  

※大規模法人、新規就農者へ貸付け。 

４ 県保有地の売買 

彦名工区で、イチゴハウス設置の為の用地売買を実施した。 

 
区分 経営体数 面積 (ha) 金額 (千円) 備  考 

弓浜工区 0 0.0 0  

彦名工区 1 0.3 1,950 R元年度買入→R２年度売渡 

合 計 1 0.3 1,950  


